
保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について 

  

１ 趣旨 

 （１）平成 29 年地域包括ケア強化法において、高齢者の自立支援・重度化防止等に

向けた保険者の取組や都道府県による保険者支援の取組が全国で実施されるよう、

PDCAサイクルによる取組を制度化 

 （２）この一環として、自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県

の様々な取組の達成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県

の高齢者の自立支援、重度化防止等に関する取組を推進するための保険者機能強化推

進交付金を創設 

 （３）令和２年度においては、公的保険制度における介護予防の位置づけを高めるた

め、保険者機能強化推進交付金に加え、介護保険保険者努力支援交付金（社会保障の

充実分）を創設し、介護予防・健康づくり等に資する取組を重点的に評価する事によ

り配分基準のメリハリを強化 

 

２ 令和２年度における二宮町の評価結果と交付額 

 評価結果/満点 得点率 交付額 

推進交付金 586/1,575点 37.2％ 3,703,000円 

努力支援交付金 256/870点 29.4％ 3,135,000円 

合計 842/2,445点 34.4％ 6,838,000円 

全国平均 1271.1点 52％  

神奈川県平均 1,330点 54.4％  
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３ 結果 

  保険者機能強化推進交付金額については、前年度と比較し、485,000円の増となった。 

  ⅠのＰＤＣＡサイクルの活用による保険者機能の強化に向けた体制等の構築につい

ては、指標が大きく見直され、見える化システムの活用による介護保険事業の分析や

介護予防・日常生活圏域ニーズ調査等の実施により、全国平均と比較し高い得点率と

なった。 

  Ⅱの自立支援、重度化防止等に資する施策の推進については、地域主体の通いの場

の開催を町高齢福祉部門以外の他部門と連携した講座の実施や、ゆめクラブ連合会の

合同開催、また生活支援体制整備の生活支援コーディネーターの町や地域ケア会議と

の連携による得点がある一方、介護予防の項目において通いの場参加者の健康状態の

データーベース化や効果分析が実施できていない、また、高齢者の社会参加を促がす

ための個人インセンティブ付与の未実施等により得点率が低くなった。 

  Ⅲの介護保険運営の安定化に資する施策の推進については、ケアプラン点検等の介

護給付適正化事業の実施や介護職員初任者研修受講者への補助の実施により推進交付

金分は、全国平均に近いものとなったが、支援交付金分は、ボランティアポイントの取

組や高齢者の就労活動の支援等の未実施により得点がなかった。 

  本交付金については、評価指標の見直しが毎年度実施されるが、得点率の低い項目

については、既存事業に付け足しをすることにより加点につながる点もあるため、引

き続き、高齢者の自立支援・重度化防止の取組を進めていく必要がある。 


